職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例等の改正（概要）

総務部人事局企画厚生課・総務部人事局人事課・教育庁教職員室教職員企画課・教育庁教職員室教職員人事課
■改正の理由

　　市町村立学校職員給与負担法（以下「法」という。）が改正され、地方自治法第252条の19第１項の指定都市の学校の教員並びに事務職員等の給料、
各種手当、退職手当、退職年金及び退職一時金並びに旅費等に要する費用の弁償については、都道府県の負担対象外となったため、所要の改正を行う。
■改正の内容
　・大阪市及び堺市の教職員は、「府費負担教職員」ではなくなり、各条例の規定対象から外れるため、次のとおり該当箇所を改正する。
	番号
	条例名
	改正箇所

	①
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例
	・手当の支給をする上で任命権者を府の教育委員会とする規定から指定都市の学校職員を削除する。（第５条）

	②
	職員の退職手当に関する条例
	・退職手当の支給制限等の処分に関する府人事委員会の調査審議に関する適用除外について、指定都市の職員は法により直接除外されることから削除する。（第18条）

	③
	職員の給与に関する条例
	・昇給に関し、任命権者を府の教育委員会とする規定から指定都市の学校職員を削除する。（第５条）

	④
	職員の旅費に関する条例
	・旅費に関し、任命権者を府の教育委員会とする規定から指定都市の学校職員を削除する。（第２条）

	⑤
	大阪府職員基本条例
	・評価の基準を定める上で、任命権者を府教育委員会とする規定から指定都市を削除する。（第16条）

・任命権者の責務等の適用除外に関する規定について、指定都市は法により直接除外されることから削除する。（第48条）

・特定の府費負担教職員に対する読替えに関する規定から指定都市を削除する。（第49条）

	⑥
	府費負担教職員の人事行政に係る事務処理の特例に関する条例
	・大阪市が処理する児童手当法に基づく事務を削除する。（第４条）

・大阪市が処理する給料その他の給与の支給等に関する事務を削除する。（第６条）

	⑦
	府費負担教職員の分限及び懲戒に関する条例
	・分限条例等の適用除外に関する規定について、指定都市は法により直接除外されることから削除する。（第２条）

・読替え規定の対象となる市町村に関する規定から、指定都市を削除する。（第３条）


■施行期日
　・平成29年４月１日
　（理由）法の施行日が平成29年４月１日とされており、本条例の改正もこれに合わせて施行する必要があるため。
■政策アセスメント・制度間調整
　①②③財政課及び教職員室教職員企画課と調整済、　④学校総務サービス課と調整済、　⑤教職員室と調整済

　⑥大阪市と条例の改正について調整済
　　府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処理の特例に関する条例施行規則の改正
